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⚫ 障害者就労をめぐる最近の動向 

～ コロナ禍におけるセルプ協の取り組みから 

全国社会就労センター協議会（阿由葉 寛 会長／以下、セルプ協）は、障害者の

「働く・くらす」を支えることを目的に、障害者に対し福祉的就労の機会を提供する社会

就労センター（就労継続支援 A型・B型事業所、就労移行・就労定着支援事業所、生

産活動を行う生活介護事業所、生保・社会事業授産施設等）を会員として活動してい

ます。新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い経済活動全体が縮小するなか、社会

就労センターにおいても生産活動の大幅な縮小、減収等の影響が生じています。 

これまでセルプ協では、コロナ禍にあって厳しい状況にある会員施設・事業所を支

援するため、制度・予算要望活動を積極的に展開するとともに、会員事業所において

創意工夫が重ねられている生産活動の実践の発信、国等における優先調達の推進

等を図っています。 

本特集では、コロナ禍におけるセルプ協の取り組みをもとに、障害者就労をめぐる

動向や課題等についてご紹介します。 

 

１．長期化する生産活動への影響 

セルプ協では令和 2年 4月以降、会員施設・事業所を対象に各月の生産活動への

影響等について調査を実施しています。その結果からも生産活動への深刻な影響が

確認できます。 

令和 3年 2月までの 11か月間の就労継続支援 B型事業における生産活動収入は、

平均で前年同月比-11.9％となり、-26.9％を記録した 5 月を底としながら、以降も前年

同月比で減収の状況が続いています（次頁図 1 参照）。 

令和 3年 2月の調査結果（回答数 247事業所／回答率 21.3％）では、生産活動収

入の前年同月（令和 2年 2月）との差額が平均で-135,578.6円（-6.2％）となりました。

このうち、前年同月比で減収となった事業所は、有効回答の 62.8％（145 事業所）と過

半数を占めており、20％以上の減収となった事業所が 27.7％（64事業所）、50万円以

上の収入減があった事業所は 10.4％（24 事業所）となるなど、とくに大きな影響を受け

ている事業所も一定数みられました。 

事業別の生産活動収入の状況をみると、前年同月（令和 2 年 2 月）と比べ、食品で

-7.1％、クリーニングで-14.6％など、各事業で減収の傾向が続いています。昨年夏か

ら秋にかけて前年同月比で増収となる月もあった縫製（-23.5％）、農業（-2.0％）、施

設外就労（-0.1％）も、2 月調査ではいずれも前年同月比マイナスという結果になって

います。 

特集 
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こうした生産活動における減収は、就労継続支援 A 型事業への調査結果において

も同様の傾向がみられます。 

 

 

２．生産活動の減少に伴う工賃への影響 

生産活動の縮小、減収は利用者に支払う工賃にも影響を及ぼしています。令和 3

年 2月までの 11か月間のB型事業における利用者一人あたりの工賃月額は 19,471.2

円で、前年の同期間（令和元年 4 月～令和 2 年 2 月）の工賃月額 20,802.0 円と比べ

-6.4％（-1,330.8円）となっており、減少傾向が今なお続いています。令和 3年 2月の

調査結果では、一人あたりの工賃月額は、前年同月（令和 2年 2月）と比較し、平均で

-1,089.4円（-5.6％）でした。（図 2参照） 
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図２ 利用者一人あたりの工賃月額 前年同月比差額の推移

（セルプ協会員事業所・就労継続支援Ｂ型）
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図１ 生産活動収入における前年同月比差額の推移

（セルプ協会員事業所・就労継続支援Ｂ型）
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↑画像をクリックするとセルプ協のホーム

ページ「＃SELPチャレンジ withコロナ」

にジャンプします。 

B 型事業の平均工賃月額は、平成 20 年度以降上昇傾向にあり、令和元年度の全

国平均額は 16,369円（平成 18年度実績比 33.9％増・厚生労働省調べ）でしたが、セ

ルプ協の調査結果からは、令和 2 年度の全国平均額に少なからぬ影響が及ぶことが

予想されます。 

会員事業所では、生産活動への影響を懸念していることに加え、工賃維持、徹底し

た感染症対策に伴う事業者の負担増に対する支援措置を求める意見が寄せられてお

り、昨年度、セルプ協では令和 3年度障害福祉サービス等報酬改定にかかる要望とあ

わせ、国への要望活動に取り組みました。こうしたなか、令和 2年度第 2次補正予算に

おいて生産活動に大幅な減収のあった事業所に助成金を支給する「生産活動活性化

支援事業」が創設されるなど、一定の支援策が講じられました。 

 

 

３．「#SELP チャレンジ with コロナ」による情報発信 

多くの事業所で生産活動や就労支援に大

きな影響が及ぶなか、社会就労センターでは、

利用者が安心して働くことができる環境を守

るため、利用者や職員が知恵を出し合い、新

たな挑戦を始めています。セルプ協では、こう

した会員事業所における感染対策の工夫や

生産活動の試行的な取り組みを集め、

「#SELP チャレンジ with コロナ」として、約 20

事例をセルプ協ホームページで紹介していま

す。 

なかでも、移動スーパーを通じた新たなコ

ミュニティづくり（石川県・日本海倶楽部）、高

工賃を維持している作業現場の工夫（愛知

県・ワークセンターフレンズ星崎）、椎茸から

キクラゲ栽培へ拡大した実践（岩手県・石上

の園）については、各 10 分余の動画「＃

SELP チャレンジムービー」として発信してい

ます。 

  

https://www.selp.or.jp/challenge/index.html
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【全国社会就労センター協議会】 

↑リンクをクリックすると全国社会就労センター協議会のホームページにジャンプします。 

 

４．優先調達の推進 

コロナ禍により民間企業からの受注が全体的に落ち込みを見せるなか、官公需で

の優先調達による生産活動の拡充が期待されています。そのため、セルプ協では「国

等による障がい者就労支援施設等からの物品などの調達の推進などに関する法律」

（以下、優先調達推進法）の着実な推進が図られるよう、要望活動を継続的に展開し

ています。 

第 102 回社会保障審議会障害者部会（令和 2 年 11 月 9 日）では、同部会の構成

員であるセルプ協 阿由葉会長が、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、就労支援

施設における生産活動への影響が長期化していることを踏まえ、国等による優先調達

のさらなる推進を図るとともに、各地での障害者優先調達情報交換会の開催に向けて

都道府県等への働きかけを行うよう意見を述べました。 

また、本年 4 月にセルプ協が厚生労働省に提出した予算・制度改善要望では、す

べての市町村における調達方針の策定、調達方針に基づく優先調達の確実な実施

等を含め、優先調達推進法に基づくさらなる取り組みを強く求めました。 

毎年、セルプ協と日本セルプセンターでは、都道府県や市区町村における社会就

労センターへの発注拡大、利用者の工賃・賃金向上に資するよう、優先調達推進法の

公布日である 6月 27日を「優先調達推進法の日」、6月 20日から 7 月 20日までの１

か月間を「優先調達推進月間」と定め、都道府県組織等とともに、自治体関係者に対

して同法の周知・啓発を行っています。本年度もセルプ協では「優先調達推進法」の

周知・啓発に向け、ホームページに優先調達推進月間にあわせて関連情報を掲載す

る予定としています。 

これまでの取り組みも奏功し、国等における優先調

達は着実に拡大してきており、厚生労働省の発表によ

れば、令和元年度の国による調達実績の合計は 6,296

件（9.75 億円）と、前（平成 30）年度に比べ約 9.0 億円

増加（前年度比約 10.2％増）しており、法施行から 6年

連続で増加しています。独立行政法人や都道府県、

市町村、地方独立行政法人等と合わせると 14 万件余、

193.34億円という規模になります。 

社会就労センターへの受注拡大に向け、「農福連携」

など異業種との連携も注目されており、本年度、セル

プ協では関連する取り組みの推進を図るとともに、官

公需拡大に向けても引き続き関係機関への働きかけを

行っていくこととしています。 

  

https://www.selp.or.jp/
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左から金井常務理事、平田幹事、橋本社会・援護局長 

 

 

⚫ 「2022(令和 4)年度 社会福祉制度・予算等に関する要望書」等を提出 

～ 全社協 政策委員会 

政策委員会（委員長：武居 敏 全国社会福祉法人経営者協議会 副会長）は、5 月

21 日、田村 憲久 厚生労働大臣に対し「2022（令和 4）年度 社会福祉制度・予算等

に関する要望書」を提出しました。 

要望書では「全世代型社会保障の基盤となる社会福祉制度の拡充」「働き続けられ

る職場づくりと福祉人材の確保・育成・定着等の対策強化」「総合的な少子化対策の

拡充と時期児童福祉法改正による地域の子ども・子育て支援の強化」「災害時福祉支

援活動の強化に向けた体制整備の推進」の 4点を重点要望事項としました。 

また、その他の要望事項として 8項目（①地域共生社会実現のための基盤強化、包

括的支援体制整備の拡充、②生活福祉資金等の償還事務にかかる事務体制の強化

と制度の改善、③生活困窮者自立相談支援制度等のセーフティネット支援関連施策

の拡充、④成年後見制度の利用促進、日常生活支援事業の拡充等、総合的な権利

擁護体制の確立、⑤保育施策等の量的・質的な拡充、⑥社会的養護関係施設の専

門機能の強化および地域支援の取組の推進に向けた体制の拡充、⑦地域包括ケア

システム関連施策の拡充、⑧障害福祉サービスの基盤強化および障害者の地域生活

支援の充実）を要望しています。 

さらに、税制要望事項として①社会福祉法人の法人税非課税等の税制堅持、②コ

ロナ特例貸付（総合支援資金）の償還免除益にかかる所得税の非課税措置を求めて

います。 

当日は平田 直之 幹事（全国社会福祉法人経営者協議会 副会長）、金井 正人 

幹事（全社協常務理事）が厚生労働省 橋本 泰宏 社会・援護局長に要望書を手渡

し、重点要望事項を中心に説明・意見交換を行いました。 

Topics 
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意見交換のなかで橋本局長は、「重層的支援体制整備事業については、単に数を

満たすのではなく中身を伴った多機関協働として実施することが大切であり、地域の

営みとして育てていくことが重要」、「社協の正規職員の常勤配置および増員のための

財政措置の拡充については、予算確保に向けどのような工夫ができるのか、相談しな

がら考えていきたい」としました。 

同日、全社協政策委員会では、全国ホームヘルパー協議会、全国地域包括・在宅

介護支援センター協議会と連名で、「居宅サービス事業所等および訪問系サービス事

業所等従事者への新型コロナウイルスワクチン優先接種にかかる要望」を提出しまし

た。この要望書では、各自治体で進められている新型コロナウイルスワクチンの優先接

種に関し、高齢者施設と同等に、居宅サービス事業所や訪問系サービス事業所等の

従事者も優先接種の対象とするよう、各自治体に強く指導することを要望しています。 

2つの要望書は、下記ホームページに掲載しています。 

 

【政策委員会】「要望」 

↑リンクをクリックすると全社協・政策委員会のホームページにジャンプします。 

  

http://zseisaku.net/action/demand/
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ボゴール

⚫ 新型コロナウイルス禍で暴力被害を受けた女性と児童へのケア 

～ サクラ財団に対する緊急支援 

（アジア社会福祉従事者研修修了生・インドネシア スアルニ氏） 

2021 年 3 月、全社協は、インドネシアの西ジャワ州ボゴールにあるサクラ財団

（YAYASAN SAKURA INDONESIA AL JAMAAN）に対し、緊急支援を行いました。 

サクラ財団は、本会が実施するアジア社会福祉従事者研修の第 24 期修了生 スア

ルニ氏が所属し、西ジャワ州において暴力や人身売買の被害を受けている女性や子

どもへの支援に取り組んでいます。 

スアルニ氏によると、インドネシアにはＤＶや虐待の被害女性・子どもを保護する施

設が少なく、人身売買の被害者を受け入れているのは同財団のみで、周辺のバン

ドゥン、ジャカルタなどからも行政から被害者の紹介があるといいます。 

サクラ財団では、虐待や暴力被害を受けている女性や子どものための一時的なシェ

ルターを運営しており、家庭内暴力の被害女性 33 名、子ども 14 名を受け入れていま

す（2021年 3月時点）。また、立場の弱い女性や子どものためのホットラインも開設して

います。 

コロナ禍以前は、通常事業の保育園や食べ物販売の事業収入をシェルターの運営

費に充ててていました。しかし、コロナ禍を機に行政からそれらの事業実施が禁止され、

運営費用が賄えなくなりました。行政に申請した助成を受けられるのは本年 9 月頃に

なるため、それまでの日常の生活費や食費は自ら賄わなければなりません。寄付も減

少しているといいます。 

スアルニ氏を含めスタッフは無給で業務にあたっていましたが、今年 3 月、シェル

ターで生活する女性や子どもの生活費等の支援要請が全社協に寄せられました。 
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オンラインでの学習に取り組む子どもたち 

（サクラ財団提供） 

全社協は同財団に対し、本会「国際社会福

祉基金」より約 27 万円（3,580 万インドネシアル

ピア）の緊急支援を行いました。 

支援金は、食費や衛生用品、子どもたちの

オンライン学習のためのインターネット費用、被

害女性や子どもへの心理・社会的ケア等に活

用されます。 

 

全社協では、今後もアジアの社会福祉従事者の福祉活動をご紹介していきます。 

【YouTube】アジアのソーシャルワーカーの福祉活動のようす（1分 34秒） 

全社協「国際交流・支援活動会員のご案内」 

 

【国際部 TEL.03-3592-1390】 

  

https://www.youtube.com/watch?v=LDOnzK2eizg
https://www.shakyo.or.jp/bunya/kokusai/member.html
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⚫ 2030 年を見据えて「楽しく働き、心豊かにくらす」をめざす 

～ 全国社会就労センター協議会「SELP Vision 2030」 

全国社会就労センター協議会（阿由葉 寛 会長／以下、セルプ協）は、5 月 17 日

に開催した本年度第１回協議員総会において、「SELP Vison 2030」を決定しました。 

「SELP Vison 2030」は 2030年を見据えたセルプ協の行動方針であり、「楽しく働き、

心豊かにくらす」をテーマとし、「みんなの夢を実現するための 11チャレンジ」を掲げセ

ルプ協とその会員である各社会就労センター（SELP）がめざす姿を提示しています。 

セルプ協では、障害者の「働く」「くらす」を支えるために、新型コロナウイルス感染症

の影響を踏まえた要望活動や情報発信、事業者・従事者支援とともに、令和 3 年度障

害福祉サービス等報酬改定にかかる影響の検証や優先調達の推進、民需拡大等に

引き続き取り組むこととしています。 

 

楽しく働き、心豊かにくらす 

SELP Vision 2030 

みんなの夢を実現するための 11チャレンジ 

楽しく働き、夢を実現！ 

社会に貢献できる人材を育成し、職員、障がいのある方の夢の実現を支援し

ます。 

１ SELP は、年齢や性別、国籍などにかかわらず多様な人たちが、個性を活か

して楽しくやりがいをもって働けるよう、家庭生活と調和し健康と安全に配慮し

た働きやすい職場環境を作ります。 

２ SELP は、障がいのある方が楽しく生きがいを感じながら働き、社会で生きる

力を養い、夢や心豊かな暮らしを実現できるよう、企業や地域のさまざまな組

織・団体と連携して、質の高い就労支援を提供します。 

３ セルプ協は、SELP を支えるよりよい制度・施策の実現をめざして国と協働す

るとともに、ICT や AI 等の先端技術も活用しながら社会に貢献できる人材の

確保・教育・育成を支援します。 

地域に元気と笑顔を届ける！ 

誰もが住みやすい地域づくりに貢献します 

４ SELPは、社会のニーズに耳を傾け、企業や地域の多様な関係者と連携し、

クリエイティブな発想でお客様の新たな驚きと笑顔あふれる商品、サービスを

創造・提供します。 
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５ SELP は、少子高齢化による過疎化、農林水産業などの担い手不足、環境

問題など、地域のさまざまな課題に対して、私たちのもつ多様な人材・ネット

ワーク、商品・サービス、支援力で、誰もが住みやすい地域づくりに貢献しま

す。 

６ セルプ協は、セルプセンターとともに SELPブランドの価値向上につとめ、商

品開発や広報を支援し、障がい者の就労支援の意義、役割を社会に発信しま

す。 

SELPネットワークはセーフティネットワーク！ 

ともに心豊かに暮らせる社会をめざします 

７ SELP は、誰もがともに心豊かに安心して暮らせる社会をめざし、SDGs の理

念である「誰一人取り残さない（leave no one behind）」を実現するため、社会

のセーフティネットとなります。 

８ SELP は、自然災害やパンデミック、経済環境の激変等を想定し、平時から

危機に備えた準備をすすめます。 

９ セルプ協は、全国、ブロック、県のネットワークで支えあい、知恵と情報を共

有し、社会的な困難を乗り越えていきます。 

SELPチャレンジが未来を拓く！ 

世界に日本の実践を発信し、障がい者の就労支援のグローバルスタンダード

を牽引します 

10 SELP は、多様な関係者と連携しながら障がいのある方の可能性を拓げ、世

界に誇れる SELPチャレンジを続けていきます。 

11 セルプ協は、世界の取り組みを学ぶとともに、日本の取り組みを世界に発信

し、世界の障がい者の就労支援の質の向上に貢献することで、障がい者の就

労支援のグローバルスタンダードを牽引し、「SELP（Support of Employment, 

Living and Participation）」が世界共通語となる未来を創ります。 

 

 

【全国社会就労センター協議会】 

↑リンクをクリックすると全国社会就労センター協議会のホームページにジャンプします。 

  

https://www.selp.or.jp/
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開催日 会議名 会場 担当部 

1日 

「未来の豊かな“つながり”のための全国

アクション」拡大版オンラインサロン part5

（オンデマンド配信） 

オンライン 地域福祉部 

2日 
全国ボランティア・市民活動振興セン

ター運営委員会（第 1回） 

オンライン 

併用 
地域福祉部 

3日 
全国厚生事業団体連絡会議 

協議員総会 
オンライン 高年・障害福祉部 

4日 全社協 理事会（第 1回） 
オンライン 

併用 
総務部 

7日 
全国社会福祉法人経営者協議会 

協議員総会（第 1回） 
オンライン 法人振興部 

8日 
福祉サービス第三者評価事業 

評価事業普及協議会 

オンライン 

併用 
政策企画部 

11日 
「広がれボランティアの輪」連絡会議 

総会 

オンライン 

併用 
地域福祉部 

18日 
住民参加型在宅福祉サービス団体全国

連絡会 幹事会（第 1回）、勉強会 
 地域福祉部 

21日 全社協 評議員会（定時評議員会） 
オンライン 

併用 
総務部 

21日 政策委員会 総会、幹事会（第 2回） 
オンライン 

併用 
政策企画部 

22日 全社協 理事会（第 2回） 
オンライン 

併用 
総務部 

28日～ 
運営適正化委員会事業 

研究協議会 
オンライン 政策企画部 

29日 福祉人材センター業務・法令研修会 オンライン 中央福祉人材センター 

30日 

「未来の豊かな“つながり”のための全国

アクション」拡大版オンラインサロン part5

（ライブ配信） 

オンライン 地域福祉部 

全社協 6 月日程 



 

 13 

 

令和 3年度 社会福祉法人会計実務講座 

全コース、オンライン開催 

全社協中央福祉学院では、「社会福祉法人会計基準」に基づく会計実務を理解し、

学んだ知識および技術を各社会福祉法人の適切な運営と発展に資することを目的と

した「社会福祉法人会計実務講座」を 8月に開講します。 

本講座では、会計実務の基礎から財務管理まで段階的に学び、会計の知識を幅広

く習得することができます。入門・初級・中級（社協会計／施設会計）・上級コースから

各自のレベルに応じて選択いただけます。 

本（2021）年度は、新型コロナウィルス感染症の状況を踏まえ、集合型のスクーリン

グをとりやめ、映像授業（オンデマンド方式の予定）で実施することとしました。 

 

 講座の概要  

(1)主 催  全国社会福祉協議会中央福祉学院 

(2)受講期間  2021年8月1日から2022年1月31日（6か月間） 

(3)受講対象  「社会福祉法人会計基準」に基づく会計実務を行う社会福祉施設・事

業所、社会福祉協議会等の役職員等 

その他の公益法人等が経営する社会福祉施設・事業所等の役職員、

行政職員等で「社会福祉法人会計基準」に基づく会計実務を学習した

い方も受講可能です。 

(4)受 講 料（テキスト・教材費、添削指導料等含む。税込） 

   入門コース 16,000円 

   初級コース・中級コース ･ 上級コース 36,700円 

(5)申込期限  2021年6月18日(金)（当日消印有効） 

 

【受講案内・申込書】 

中央福祉学院ホームページ「社会福祉法人会計実務講座」 

  

インフォメーション 

https://www.gakuin.gr.jp/training/course_account/
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■ 【内閣府】第３回 就職氷河期世代支援の推進に向けた全国プラットフォーム    

【5 月 13 日】 

地域就職氷河期世代支援加速化交付金による令和 2 年度取り組み事例、「市町村

プラットフォーム」の事例報告が行われた。 

■ 【厚労省】第８期介護保険事業計画期間における介護保険の第１号保険料及び

サービス見込み量等【5 月 14 日】 

2021 年度から 2023 年度における 65 歳以上の介護保険料は、全国平均で前期比

145 円（2.5％）増の 6,014 円。また、2023 年度の 65 歳以上の高齢者に占める要介護

（要支援）認定者の割合は、2020年度の 18.7％から 19.8％に増加の見込み。 

■ 【厚労省】社会福祉連携推進法人の運営の在り方等に関する検討会 とりまとめ  

【5 月 14 日】 

社会福祉連携推進法人制度の施行に向け、業務内容やガバナンスなど具体的な

運営のあり方について実務的な整理が行われた。 

■ 【厚労省】社会保障審議会障害者部会（第 109 回）【5 月 14 日】 

14 日から 24 日にかけて開催された第 109 回から第 111 回の部会において、障害

者総合支援法の施行 3年後の見直しに向けた関係団体ヒアリングが行われた。 

■ 【厚労省・文科省】ヤングケアラーの支援に向けた福祉・介護・医療・教育の連携プロ

ジェクトチーム報告【5 月 17 日】 

多分野連携によりヤングケアラーを早期に発見し支援を行うことが重要としたうえで、

厚生労働省および文部科学省が今後取り組むべき施策として早期発見・把握、支援

策の推進、社会的認知度の向上の 3点から提言。 

■ 【厚労省】成年後見制度利用促進専門家会議 第６回地域連携ネットワーク ワー

キンググループ【5 月 20 日】 

精神保健福祉士などの専門職団体からのヒアリングが行われた。また、5 月 26 日に

開催の第 7 回ワーキンググループでは、地域包括支援センターなど民間団体、企業

等からのヒアリングが行われた。 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員会 

サイト内「社会保障・福祉政策の動向と対応」

をご覧ください。 
社会保障・福祉政策情報 

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/shushoku_hyogaki_shien/suishin_platform/dai3/gijisidai.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_18164.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_18164.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_14486.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho_126730.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/young-carer-pt.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/young-carer-pt.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212875.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212875.html
http://zseisaku.net/information/


 

 15 

■ 【内閣府】避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針の改定【5 月 20 日】 

「令和元年台風第 19 号等を踏まえた高齢者等の避難に関するサブワーキンググ

ループ」提言（2020 年 12 月）を踏まえ、災害対策基本法改正（本年 4 月）により市町村

に避難行動要支援者ごとに個別避難計画の作成が努力義務化されたこと等を受けた

指針の改定。 

同日、「福祉避難所の確保・運営ガイドライン」も改定され、事務連絡「社会福祉法人

等の福祉施設等の指定福祉避難所としての活用に関する協力依頼について（依頼）」

が発出された。 

■ 【財務省】財政健全化に向けた建議【5 月 21 日】 

2019年度から2021年度の「強化期間」における社会保障関係費の実質的な増加を

「高齢化による増加分」に相当する伸びに収める等の予算編成の総括のうえで、社会

保障では、後期高齢者の増加が続く 2022年度からの 3年間も一貫した歳出改革の努

力が必要とした。 

■ 【厚労省】第28回「社会保障審議会児童部会社会的養育専門委員会」【5月25日】 

子どもとその保護者、家庭をとりまく環境に関する論点が示され、社会的養護をめぐ

り児童養護施設、乳児院等の多機能化・高機能化が挙げられた。また、「入所措置や

里親委託等が解除された者の実態把握に関する全国調査」結果の報告が行われた。 

■ 【内閣府】防災・減災、国土強靱化新時代の実現のための提言【5 月 25 日】 

巨大自然災害による直接死および関連死の大幅減に向け、デジタル・防災技術、

事前防災・複合災害、防災教育・周知啓発の各ワーキンググループ、チームにおける

検討結果をとりまとめ。スキルの高い災害ボランティアや NPO等と行政の連携・協働を

可能にする仕組みの構築等が提言された。 

■ 【厚労省】地域における保育所・保育士等の在り方に関する検討会（第１回）  

【5 月 26 日】 

子どもの数や生産年齢人口の減少、地域のつながりの希薄化等を踏まえ、地域に

おける保育所等の役割や人材確保方策などの検討を行うこととしている。第 1 回検討

会では、主な論点やめざすべき方向性の整理に向けて意見交換が行われた。 

 

 

  

http://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/youengosya/r3/index.html
https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/report/zaiseia20210521/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_18743.html
http://www.bousai.go.jp/kaigirep/teigen/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_18862.html
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↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

 

全社協の新刊図書・月刊誌 

出版部で発売した図書や月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげていますので、関係者への周知にご協

力いただきますようお願いいたします。 

<新刊図書> 

●私たちの指導計画 2021 ３・４・５・異年齢児 

 （全国社会福祉協議会 編／B5 判） 

2020 年度『保育の友』連載「私たちの指導計画」から

年間・月間指導計画、保育のポイント、実践記録、保育

のヒントを年齢別にまとめた保育関係者必携の書。日々

の保育のエピソードを織りまぜながら、指導講師が監修し

ています。 

4月発行の「私たちの指導計画 2021 0・1・2歳児」とあ

わせてご活用ください。 

 

（5月 14日発売 定価 1,320円‐税込‐） 

 

 

 

●被災地に寄り添う災害ボランティアセンター運営 

 （山下弘彦 著、災害ボランティア活動ブックレット編集委員会 編／A5 判） 

災害が多発する現在、被災地において災害ボランティア

センター（災害 VC）が設置・運営されることは広く認識されて

います。 

しかし、災害 VC はひとつとして同じスタイルはなく、被災

状況や地域の実情に応じた取り組みが求められます。 

本書は、これまで数多くの被災地に設置された災害 VCの

実践の積み重ねから得られた知見をもとに、災害 VC の意義、

運営にあたっての心構えや理解すべき基本的な知識、留意

点など、抑えるべきポイントをコンパクトにまとめたものです。 

電子版もあわせてご活用ください。 

（5月 26日発売 定価 880円‐税込‐、電子版 792円‐税込‐） 

 

 

 

 

詳細につきましては、出版部ホームページを

ご覧ください。 
図書・雑誌 

https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/_surl/325
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/_surl/324
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↑各画像をクリックするとそれぞれの図書購入ページにジャンプします。 

●[改訂２版]福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程テキスト 

初任者編、中堅職員編、チームリーダー編、管理職員編 

 （全国社会福祉協議会 編／A4 判） 

あらゆる分野の施設・事業所、職種で共通して求められる役割・能力をキャリアの段

階に応じて整理しており、キャリアパスの構築を支援する内容となっています。 

▶初任者編     

サービス提供者、チームの一員としての基本を習得するとともに、福祉職員とし

てのキャリアアップの方向性を学びます。 

▶中堅職員編     

担当業務を自立的に遂行するとともに、後輩職員への指導・支援が期待される

中堅職員として、求められる役割やキャリアアップの方向性を学びます。 

▶チームリーダー編     

チームリーダーの役割を遂行するための基本を習得し、チームリーダーとしての

キャリアアップの方向性を学びます。 

▶管理職員編     

管理者・トップマネジメントとして求められる役割や、キャリアアップの方向性を学

びます。 

 

 

（5月 28日発売 定価 各 1,210円‐税込‐） 

 

 

 

  

初任者編 中堅職員編 チームリーダー編 管理職員編 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book3244&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=3244&_class=080101&_category=ISBN978-4-7935-1370-1
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book3243&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=3243&_class=080101&_category=ISBN978-4-7935-1369-5
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book3245&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=3245&_class=080101&_category=ISBN978-4-7935-1371-8
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book3246&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=3246&_class=080101&_category=ISBN978-4-7935-1372-5
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↑画像をクリックすると 

立ち読みできます。 

<月刊誌> 

●『生活と福祉』2021 年 5 月号 

 特集Ⅰ：令和３年度の生活保護 

・ 実施要領等の改正等 

・ 令和 3年度の生活保護基準の改定 

（厚生労働省社会・援護局保護課） 

 特集Ⅱ：令和３年度における生活保護指導監査方針 

・ 令和 3年度における生活保護法施行事務監査について 

・ 生活保護法施行事務監査事項 

（厚生労働省社会・援護局保護課自立推進・指導監査室） 

 

（5月 20日発売 定価 425円－税込－） 

 

 

【出版部 TEL.03-3581-9511】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議員、

政策委員会委員、本会理事・評議員の方がたにお送りしています。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/_surl/330

